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本稿の目的および全体的な構成 
 
 本論文の目的は、不当条項規制にみられる民法と消費者法の協働関係を、不当条項の規制
についての実体法、ならびに同規制を実効化する手段としての団体訴訟制度および行政的介
入による不当条項規制のそれぞれの側面から取り上げて分析し、最終的には日本における民
法と消費者法の位置づけについて検討することにある。 
 本論文が対象とする「消費者法」は、消費者契約法の実体法部分のみならず、その実効化
策としての手続的側面としての団体訴訟、および行政的側面としての行政による不利益賦課
制度をも含むものとして理解されることになる。つまり、不当条項規制に関する消費者法を
全体として意味するものとなる。また、「協働関係」とは、不当条項規制を目的として民法
と消費者法が相互的・補完的に作用することをいう。このような協働関係にない場合を「緊
張関係」として表現する。具体的には、民法と消費者法との緊張関係は、本来ならば不当条
項規制という方向に向けて協働できると思われる民法と消費者法が、何等かの形で互いに摩
擦を起こし、そのことが、結果として、不当条項規制を阻害する状況のことである。 
本論文が不当条項規制を対象とするのは、そこに民法と消費者法の協働関係が顕著にみら
れるともに、もっとも大きな成果を挙げてきた領域とみることができることを理由とする。 
 日本法との比較の対象としてギリシャ法をとりあげて検討する理由は、次のような点にあ
る。第一に、日本民法とギリシャ民法との類似性である。両者は、いずれもヨーロッパ的な
法文化を継受した比較法的な産物である。すなわち、ギリシャ民法は、基本的にドイツ民法
を継受し、またスイス民法、フランス民法およびオーストリア民法も参照している。しかし、
法典化作業では、海外のモデルに基づきながらもそれを模倣することなく、ギリシャ法学独
自の創作物を作り上げた。日本民法も、西洋法の伝統を継受したものであるが、その独自の
性格をもったものとして生み出された。またその後、学説継受によりドイツ法の影響を強く
受けたところもあり、ギリシャ法の発展と親和性がある。第二は、EU 法を超えるギリシャ
法の先進的性格である。ギリシャは、EU 加盟国として EU 法を国内法化するとともに、そ
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れに独自の規定内容を加えて高度の消費者保護を維持している。こうした形で、ギリシャが、
世界的な動向やヨーロッパ的な動向を踏まえて形成される EU 消費者法を国内法化するプ
ロセスの分析は、EU 法の理念をより深く理解することに役立つものとなる。EU 消費者法
の発展は日本法にも影響を及ぼしている。さらに、ギリシャ消費者法の実効化策が充実して
いることは、発展段階にある日本の消費者法の将来を考える上で重要となる。ギリシャでは、
すでに消費者の集合的利益を保護するための団体訴訟や、行政罰等の賦課を含む行政的介入
による不当条項規制といった規定が設けられており、その実際的な機能を考察できるからで
ある。 
このように、不当条項規制についてギリシャ法と日本法をパラレルに取り上げ、その共通
性と相違を示すことは、それぞれの法規制の意味を析出し、その理解を深めることにつなが
る。こうした作業によって、両法体系のこれからの比較研究にとっての第一歩を踏みだすと
ともに、そこに共通の発展方向を示すことができるのではないかと考えている。 
 本論文では、不当条項規制において民法と消費者法がそれぞれどのように関係し、またそ
の役割をどのように果たしているかを検討する。まず、第 1 章において日本を対象として、
第 2 章で、フランス、ドイツ、EU レベルを対象として検討する。そして、第 3 章では、ギ
リシャをとりあげる。最後に、こうした分析を踏まえて、民法と消費者法の協働関係につい
て整理し検討する。 
 
 
各章の詳細な内容 
 
第 1 章 
 
第 1 章では、日本における不当条項規制にみる民法と消費者法の位置づけについて述べ
る。 
約款(不当条項)の司法的規制の問題については、消費者契約法制定前から様々な理論が発
展し、不当条項の司法的規制に関する制定法上の根拠としては、主に民法 90 条(公序良俗)
および 1 条 2 項(信義則)が挙げられてきた。もっとも、一般原則規定での対応には限界があ
り、日本における消費者契約関連紛争の深刻化した状況を改善することは困難であった。 
消費者契約法は、消費者・事業者間の情報・交渉力格差の是正という観点から消費者契約
に関する包括的民事ルールを規定する民法および商法の特別法として、2000 年 4 月に制定
され、2001 年 4 月に施行された。同法が施行されてから既に 10 年以上が経過し、その間
に同法は消費者の権利実現のために重要な役割を果してきたと評価できる。それは、これま
での裁判例の蓄積、実務への影響等からも明らかである。それゆえ、同法はいまでは消費者
の権利実現のために不可欠の消費者法であり、最も重要な法律の一つとなっている。 
このように、消費者契約法は、不当条項の使用を防止するための手段として活用されて
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いるが、他方で、同法の施行後も不当条項が使用される事件は頻繁に発生しており、不当
条項の使用を抑止するというその目的は同法によってはなお十分に達成されていないとい
わざるをえない。この点、同法の私法実体法規定は、制定過程において提唱されていたも
のに比して縮小・後退した内容で制定された経緯もあって、2000 年の通常国会で消費者契
約法案を審議した衆議院商工委員会において、施行後の状況について分析・検討を行い、5
年を目途に見直しを含めた措置を講ずることとされていた。また、2005 年 4 月に閣議決定
された第 1 期消費者基本計画においては、消費者契約法施行後の状況について分析・検討
するとともに、2007 年までに消費者契約法の見直しについて一定の結論を得ることとされ
ていた。さらに、2010 年 3 月に閣議決定された第 2 期消費者基本計画では、消費者契約法
に関し、消費者契約に関するインターネット取引の普及を踏まえつつ、消費者契約の不当
条項規制の在り方について、民法(債権関係)改正の議論と連携して検討することとされた。
加えて、2009 年 11 月から開始された法務省法制審議会民法(債権関係)部会における民法改
正論議の中でも、新たな消費者保護規定の要否や内容が論じられ、2011 年 4 月 12 日に開
催された第 26 回会議において「民法(債権関係)の改正に関する中間的な論点整理」が決定
され、2011 年 5 月に公表された。「中間的な論点整理」においても、消費者契約法に関する
規範を民法との関係でどのように位置づけるかが、大きな論点の 1 つとなっている。なお、
現在、消費者庁の消費者委員会の下に消費者契約法に関する調査作業チームが設置されて
おり、消費者法の改正も視野に入れつつ消費者契約法の見直しを行っている。 
民法は契約当事者が消費者であるか否かを問わず適用されるので、消費者契約に限定し
て適用がある消費者契約法は、民法に対して特別法の地位を有する。 
民法(債権法)改正検討委員会による「債権法改正の基本方針」では、消費者契約法の民
法典への「取り込み」が提案されている。その理由としては、私人間の取引の中心が消費
者取引である現代社会において、私法の基本法典である民法が消費者契約を規律しなけれ
ば民法の空洞化を招くことなどが挙げられている。これに対し、民法改正研究会の試案で
は、消費者法関連の規定を民法に編入せず、ただ、探しやすさの観点から、民法に消費者
法規定を参照する規定が置かれている。 
改正検討委員会の上記提案に対しては、対等当事者間の契約自由を原則とする民法とは
異なり、消費者契約法は事業者と消費者間の情報および交渉力の格差を前提としているた
め、消費者契約法が民法典に取り込まれることにより、消費者の事業者に対する権利が希
薄化してしまうのではないかとの懸念が示されている。また、消費者契約法は日々発生す
る消費者被害に迅速に対応し、その予防と救済を目的とする法体系であり、行政規制等と
連携しながら迅速な改正あるいは機能的な運用が求められており、安定性が求められる民
法とは、役割が異なるとの指摘もなされている。さらに、現行民法も、その解釈次第では
消費者法として十分に機能するはずであり、消費者契約法の民法への取り込みに抵抗が感
じられるのは、古典的な民法理論への警戒心による部分があるとの声も存在する。すなわ
ち、信義則や公序良俗などの一般原則の柔軟な解釈により不当条項規制を図ることが可能
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であるにもかかわらず、古典的な民法理論は、消費者紛争に係る訴訟において尐なからず
消費者に不利に働いてきており、障壁となっているというのである。 
 現行の日本法のように、民法と消費者法のそれぞれにつき個別の体系を維持した場合に
生じるデメリットとしては、不当条項規制の効果の側面で生じるものを挙げることができ
る。すなわち、現行の消費者契約法の 8 条から 10 条までの規定の効果である「無効」の結
果として発生する消費者の請求権等については、同法 11 条 1 項を根拠として、民法を参照
することになるが、原則として対等な当事者を前提とする民法の関連規定には、消費者保
護の要請にみられる特殊性が、尐なくとも十分には反映されていないと言わざるを得ない。 
 また、日本における民法と消費者法の形式的な位置づけについて検討する場合には、管
轄の問題が大きな重要性を持つことになるものと思われる。すなわち、民法を管轄するの
が法務省であるのに対し、消費者契約法は消費者庁の管轄となるため、消費者契約法の規
定を民法に取り込んだ場合には、将来的な改正等の立法手続の局面において、様々な障壁
が生じる可能性が高くなるといえよう。後述するように、消費者契約法の実体法規定を民
法に取り込んだドイツでは、このような管轄の問題は生じておらず、この点については日
本法とは状況が異なる。 
 
 
第２章 
 
第 2 章では、民法と消費者法の位置づけについてそれぞれ異なる立場をとる代表的な法
体系として挙げられるフランス法、ドイツ法、EU 法レベルにおける、不当条項規制を中心
とした民法と消費者法の位置づけを分析する。 
経済の国際化に伴って、諸外国との取引においてそれぞれの国の民法・消費者法の位置
づけを知っておくことは重要な意味を持ってくる。特に EU では、消費者法は近年著しい
発展を遂げ、世界に与える影響も大きくなっている。EU 法は、日本における消費者契約法
の制定の際にも重要なモデルとされ、大きな影響を与えた。 
フランスでは対等な契約当事者を前提とする民法典と、契約当事者間の不均衡を前提と
し、これを是正することを目的としている消費者法は区別されており、消費者法の特定の
問題だけが消費法典によって規定されている。 
また、ドイツでは、1976 年に約款規制法(AGBG)が公布され、1977 年から施行されるこ
ととなった。その後、2002 年現代化法は、旧約款規制法の実体法部分をほぼそのまま
BGB305 条から同 310 条までにかけて挿入する形で、これをドイツ民法典に取り込んだ。
ドイツでは、日本で採用されている「消費者契約アプローチ」とは異なり、消費者契約に
規制対象を限定しない「約款アプローチ」が採用されており、事業者間契約にも内容規制
を及ぼす制度設計となっている。ドイツにおける約款規制法の民法典への統合については、
当初は約款法の専門家の反対があったが、約款規制法に変更を加えないこと、および契約
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法の体系に従った分断をすることなく取り込むことで対応がなされた。なお、日本とは異
なり、ドイツでは、連邦司法省がほぼすべてにわたってその管轄を有しており、他の監督
官庁との権限調整問題は立法における障害とならないようである。 
ヨーロッパ共同体の消費者政策に係る権限は、単一ヨーロッパ議定書 18 条によるヨーロ
ッパ共同体設立条約 100a 条の創設により明確に根拠づけられ、現行のヨーロッパ共同体設
立条約 95 条へと受け継がれた。同条によれば、ヨーロッパ閣僚理事会は、域内市場の確立
および機能を目的として、加盟国の法律、命令、行政規則により定められる規定の接近の
ための措置をとることができるとされ、そのなかには、消費者保護に関する措置も含まれ
る。この権限に基づいて、幅広い分野にわたって指令が採択され、そのうちのひとつに、
不当条項指令がある。 
同時に、ヨーロッパ私法の統一へ向けた試みも進んでいる。とりわけ重要な意味を有す
るのが、ヨーロッパ契約法委員会(ランドー委員会)によるヨーロッパ契約法原則(Principles 
of European Contract Law, PECL)である。ヨーロッパ契約法原則は、EU 加盟国の比較法
の成果であるが、国際物品売買条約、アメリカ統一商事法典、国際商事契約原則等も比較
の対象とされた。 
また、欧州委員会は、2003 年の報告書において、共通参照枠(Common Frame of 
Reference: CFR)の策定および選択的ルール(optional instruments)の策定を提案し、2008
年に共通参照枠準備草案の暫定概略版が、2009 年に概略版が公表された。 
さらに、EU レベルでの上記の選択的ルールの具体的な展開がみられた。すなわち、2011
年 10 月に共通欧州売買法またはヨーロッパ共通売買法規則提案  (Proposal for a 
Regulation of the European Parliament and of the Council on a Common European 
Sales Law, COM(2011)635 final)が公表されたのである。共通売買法規則提案は、事業者と
消費者との契約(BtoC 契約)だけでなく、事業者と事業者との間の契約(CtoC 契約)をもそ
の対象とするものである点において特徴的である。 
本章では、これらの動きにおける、不当条項規制にみる民法と消費者法の位置づけを、
その時代背景等も視野に入れつつ検討するとともに、不当条項規制に係る欧州司法裁判所
の判例を分析する。 
 
 
第３章 
 
 第 3 章では、ギリシャにおける不当条項規制にみる民法と消費者法の関係について検討
する。 
ギリシャは、EU 加盟国として EU 法を国内法化しつつも、手厚い消費者保護を確保する
ために独自の規定内容を維持している。民法と消費者法との関係についてみると、1946 年
に制定された民法典と、1994 年に制定された現行の消費者保護法とがある。不当条項規制
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に関する条文は後者におかれているが、前者の一般規定を通じた一定程度の消費者保護も
可能であり、民法と消費者法が交差する形となっている。形式こそは日本法とは異なるが、
ギリシャ法には日本法と共通する問題点や、消費者団体訴訟や行政による事業者に対する
経済的不利益賦課等の、参考になる制度も多い。そのため、①ギリシャ法における不当条
項規制の体系のほか、②不当条項規制の実効化のための手段としての消費者団体制度およ
び行政による経済的不利益賦課制度を中心として、EU 法との相関関係を視野に入れながら
分析・検討し、日本法との比較も行うこととする。以下、各節の内容をより詳細に記す。 
 
第 1 節および第 2 節では、ギリシャにおける消費者保護法制の在り方および消費者保
護法における不当条項規制の体系について分析を行う。 
まず、第 1 節において、ギリシャ民法の規定による約款規制の在り方について述べた
上で、第 2 節で、特別法である消費者保護法における約款規制の体系を紹介する。 
ギリシャにおける消費者保護関連の初の立法は、消費者の保護等に関する 1991 年法第
1961 号であり、同法は、後に、消費者の保護に関する 1994 年法第 2251 号によって置き
換えられた。 
消費者保護法は 15 条から構成されている。同法の大まかな内容は、次の通りである：
第 1 条(総則)、第 2 条(普通取引約款・不公正な普通取引約款)、第 3 条(営業所外での契
約)、第 4 条(物品および役務の遠隔地取引(遠隔地金融サービスを除く))、第 4a 条(遠隔
地金融サービス)、第 5 条(消費用動産の売買および保証)、第 6 条(製造物責任)、第 7 条
(消費者の健康および安全)、第 7a 条(未成年者の精神的健康)、第 8 条(役務提供者の責
任)、第 9 条～第 9i 条(広告、不公正取引方法、誤認惹起行為(作為・不作為)、攻撃的な
商慣行等)、第 10 条(消費者団体・団体訴訟等)、第 11 条(消費者紛争についての ADR)、
第 12 条(消費者・市場国家評議会)、第 13 条(消費者の代表)、第 13a 条(罰則)、第 14
条～第 15 条(最終規定等)。 
消費者保護法の定義によると、消費者保護法に特別の定めがある場合を除き、①「事
業者」とは、その職業活動または事業活動に際して、消費者に物品または役務を提供す
る自然人または法人(広告主を含む)をいい、②「消費者」とは、市場で提供される物品
または役務が向けられている自然人、法人または権利能力なき社団であって、最終的な
受取人として当該物品または役務を使用する者(広告の受取人、ならびにその職業活動ま
たは事業活動の範囲外で行為する、消費者の保証人となる自然人および法人を含む)をい
う。また、同法の規定は、あらゆる形態の、公的セクターまたは私的セクターのいずれ
に属するかを問わない、自然人または法人である事業者に適用される。 
不当条項規制の対象となるのは、消費者契約において、あらかじめ作成されたもので
あると否とを問わず、「個別に交渉されなかった」全ての契約条項である。 
消費者保護に関する法律が制定されてからは、ギリシャ民法の一般条項および一般原
則を根拠とする約款の規制は、消費者保護法による不当条項規制の主観的・客観的適用
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範囲に含まれない約款についてのみ意味をもち、適用される。そのような場合としては、
たとえば、約款を使用する者の相手方当事者が消費者でない場合、すなわち取得される
物の最終的な受取人でない場合を挙げることができる。 
本節では、上記のほか、消費者保護法における約款の契約への組み入れの規制、解釈
を通じた約款の規制、約款の内容規制および不公正な約款の取扱いについて述べたうえ
で、日本の消費者契約法とギリシャの消費者保護法の体系を比較する。なお、ギリシャ
法を紹介する際には、随時、EU 法(制定法および欧州司法裁判所の判例)との相関関係を
視野に入れる。 
   
  第 3 節では、不当条項規制を実効化する手段としての、ギリシャにおける団体訴訟制
度(第 1 項)および行政的介入による規制(第 2 項)を取り上げ、その検討を通じて民法と
消費者法の協働関係を描く 
   第１項：ギリシャの消費者団体は、第 1 層および第 2 層の消費者団体として組織さ
れており、前者の構成員になれるのは自然人のみ、後者の構成員になれるのは第 1 層
の消費者団体のみである。消費者団体は、消費者団体登録簿に登録をすることによっ
て法人格を取得し、その実質的独立を確保し、依存関係の発生を回避する目的の下、
その収入源については種々の制限が設けられている。 
   団体訴訟の訴権としては、訴訟担当、訴訟参加および団体訴訟がある。 
   消費者団体は、裁判所および行政機関において、その構成員である消費者の権利に
つきあらゆる法的手段をとることができ、とりわけ訴えの提起、保全処分の申立て、
取消訴訟その他の抗告訴訟の提起および付帯私訴の提起などをすることができる。こ
れらの場合においては、消費者団体は、消費者の名および利益において訴訟行為を行
うため、訴訟担当者としての地位を有する。また、消費者団体は、消費者や他の消費
者団体が当事者となっている訴訟に補助参加をすることができる。 
   さらに、実際に活動を行っている 500 名以上の構成員を擁し、1 年以上前から消費者
団体登録簿に登録されている消費者団体は、消費者の集合的な利益を保護するために
団体訴訟を提起することができる。団体訴訟の請求内容に制限が設けられていないた
め、消費者団体は、あらゆる違反行為に対し、消費者の集合的利益を保護するために
あらゆる請求権を団体訴訟により行使することができることになる。消費者保護法に
例示列挙されている請求内容としては、事業者の違反行為の差止め、消費者の被った
精神的苦痛に対する損害賠償(慰謝料)、保全処分の申立ておよび消費者の損害賠償請
求権の確認がある。 
   本項では、上記のほか、団体訴訟の提訴期間・管轄裁判所、団体訴訟における判決
の効果および濫訴の防止について述べる。なお、本節でも、随時、EU 法(制定法およ
び欧州司法裁判所の判例)との比較も行う。 
   第２項：消費者が自ら単独で提起した訴訟または団体訴訟における判決の既判力の
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効果が市場の円滑な機能および消費者の保護について広く公益に係るものである場合
には、開発大臣は、官報に掲載される省令により、他の事業者の取引方法を当該既判
力に沿ったものとするのに必要な措置を採ることができる。この規定に基づいて発せ
られた省令としては、クレジット業者がその顧客と締結する契約に組入れてはならな
い普通取引約款――消費者団体による団体訴訟に基づく確定判決により不当なもので
あると判断されたもの――を定める 2008 年の省令 Ζ1-798 号がある。 
消費者保護法第 13a 条第 2 項の規定によると、不当条項規制に関するものを含む消
費者保護法の規定に違反した事業者に対しては、刑法、市場規制法その他の特別法の
規定を害することなく、開発大臣の決定により、1,500 ユーロから 1,000,000 ユーロま
での過料が課される。同一の事業者に対して 3 を超える過料決定がなされた場合には、
過料の上限が 2倍に引き上げられて 2,000,000 ユーロとなり、開発大臣は、3 か月から
1 年までの期間にわたり、事業の全部またはその一部を停止すべきことを命ずることが
できる。事業の停止命令は義務的なものではなく、開発大臣の裁量による。 
消費者保護法第 13a 条第 2 項の行政罰は、「刑法、市場規制法その他の特別法の別段
の定めを害することなく」課される。この規定が意味するところは、刑法、市場規制
法その他の特別法に基づく刑事罰および行政罰は、各法の該当する規定の要件が満た
されている場合には、消費者保護法第 13a 条第 2 項の行政罰と併せて課されるという
ことであり、このことは、二重処罰の禁止に反しないと解されている。 
不当条項の使用等に関するものを含む、消費者の苦情申立てに従い回答しない事業
者に対してとられる措置は、①開発大臣が期間を定めて要請に従うべきことを勧告し、
従わなかった場合には、過料を課す旨を通知すること、②500 ユーロから 5,000 ユーロ
までの過料を課すこと、③繰り返し苦情申立てに回答しなかった場合には、5,000 ユー
ロから 50,000 ユーロまでの過料を課すこと、である。 
第 5 項の規定によると、消費者保護法の規定に対する違反があった場合には、開発
大臣は、出版その他の適切な方法により、第 2 項および第 3 項に基づいて課された制
裁ならびに国内市場における消費用動産の流通に関して所管行政機関または事業者に
よって諸規定に基づいてとられた制限措置を公表することができる。公表をするとい
う行政措置をとるか否かの判断に際しては、違反の性質および重大性ならびに当該違
反が消費者全般に及ぼした影響が考慮される。 
消費者保護法のほとんどの規定は、私法の領域に属するものであるため、同法のい
ずれかの規定に対するあらゆる違反につき行政罰を課す旨を定めることにより、立法
者は、同法の規定に基づき事業者が負う義務に公益的な色彩を付与したものと解され
ている。また、消費者保護法第 13a 条に規定されている行政罰は、同法に基づく他の
救済手段(個別の訴訟または団体訴訟)が利用されたか否かに関わりなく課され得るた
め、私法上の救済手段と行政罰とが併存する体系となっている。 
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結語――民法と消費者法の協働関係についての考察 
 
最後に、結語では、本論文における分析の総括として、民法と消費者法の位置づけにつ
いての見解を述べる。 
民法および消費者法のそれぞれが前提とする当事者像や、それらが対象とする規制は、
部分的に重なる部分もあるが、原則として互いに異なるものである。仮に、一般化する形
で不当条項規制についての実体法規定を民法に取り込んだ場合には、事業者間取引もその
対象となり、消費者保護の水準の低下や、事業者間取引に対する余分な干渉を生じさせる
可能性がある。他方で、日本の現行法のように民法と消費者契約法の規定を分離した状態
を維持した場合には、消費者契約法の効果については民法に定められているため、消費者
保護の特殊性が反映されないという問題が生じる。 
このほかにも、民法と消費者法の分離・統合のそれぞれにメリット・デメリットがある
が、尐なくとも日本法の現状では、両者を個別の法体系として維持する選択肢を採らざる
を得ない段階にあるように思われる。その主な理由は、それぞれの立法手続の管轄が、法
務省と消費者庁といった異なる監督庁に属することにある。もっとも、現行法の体系を維
持した場合であっても、民法秩序と消費者法秩序との関連性を失う結果となってはならな
い。また、消費者法を民法に取り込む可能性を念頭に置いたとしても、現在の消費者契約
法では、そのような取り込みの対象とするにはいまだ不十分なものであって、まずは、民
法に取り込みうるような形で消費者契約法の体系化と構造化を行う作業が不可欠な前提と
なると考えている。 
さらに、消費者の権利保護制度は、民法の限界を補うべきである反面、民法の下での消
費者保護の強化は、消費者法の下における消費者保護の強化を招くことを認識する必要が
ある。言い換えれば、民法も、消費者の権利保護の道具のひとつであることを意識するこ
とが欠かせないものと思われる。 
民法(典)と消費者法(典)の分離または統合といった法典形式の違いが、消費者保護規定
の機能に影響することは否めない。他方で、そのような法形式は偶然の産物でもあり、社
会的・立法的技術な要素や、手続法的な要素の影響を受けつつ形成されていくものでもあ
る。そのため、民法と消費者法との関係を、実質的にとらえていく必要性があろう。つま
り、法形式に過度にとらわれることなく、民法と消費者法のそれぞれの内容を充実させる
と同時に、その連続性を捉えることが要されるものと思われる。そして、消費者の保護を
目的とする実体法の実効化を図るべく、手続側面としての団体訴権を充実させ、さらに、
行政的介入をも強化させて可能な限り完全な形での消費者保護体系を構築することが重要
である。この点を考えると、消費者契約法と関連消費者法(金融商品取引法・特定商取引法・
割賦販売法)などを、「消費者法典」――たとえば、実質的には消費者法典として機能してい
る、ギリシャの消費者保護法のような形で――に取り込み、有機的な関連性をもって規制を
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行うという方向性も検討に値すると思われる。 
